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頭字語リスト 
AKI アンチノック・インデックス（anti-knock index） 
CAA 大気浄化法（Clean Air Act） 
CAFE 企業平均燃費（Corporate Average Fuel Economy） 
DOE 米国エネルギー省（U.S. Department of Energy） 
E0 純ガソリン（0%エタノール） 
E10 10%エタノール燃料 
E15 10.5%～15%エタノール燃料 
E85 51%～83%エタノール燃料 
EPA 米国環境保護庁（U.S. Environmental Protection Agency） 
FFV フレックス燃料車（flexible-fuel vehicle） 
GGE ガソリン・ガロン等価物（gasoline gallon equivalent） 
GHG 温室効果ガス（greenhouse gas） 
LDV 軽量自動車（light-duty vehicle） 
MTBE メチル tert-ブチル・エーテル（methyl tert-butyl ether） 
NHTSA 米国運輸省道路交通安全局（National Highway Transportation Safety Administration） 
NOx 窒素酸化物（nitrogen oxides） 
OEM 相手先商標製品製造会社（original equipment manufacturer） 
OPEC 石油輸出国機構（Organization of the Petroleum Exporting Countries） 
RFS 再生可能燃料基準（Renewable Fuel Standard） 
RVP リード蒸気圧（Reid vapor pressure） 
TEL 四エチル鉛（tetra-ethyl lead） 
UL UL LLC（旧称：アンダーライターズ・ラボラトリーズ） 
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エグゼクティブ・サマリー 
エタノールは、米国で研究、開発、および展開されてきたすべての代替輸送燃料の中で最大の

市場シェアを達成した。将来の燃料と製品に適用可能な、エタノール採用の歴史から学ぶこと

のできる教訓は多い。 

エタノールは3つの主要な混合レベルでガソリンの一部を置き換え、それぞれに対応する車両、

装置、利益、および政策がある。最初の混合レベルは E10（10%エタノール燃料）であり、今で

は米国内で販売されるほとんどすべての純ガソリン（E0）を置き換えた（U.S. Energy Information 
Administration 2016）。これは、エンジン性能、エネルギー安全保障、健康、大気質、および気

候保護に関連する多くの要素から動機付けられた、数世代にわたる政策によってもたらされた。

エタノールは、オクタン価の高さが一貫してその推進力となってきた。なぜなら、オクタン価

が高いことによりエンジンの高性能化を可能にするからである。初期の政策（1973～1979 年）

は主に、石油輸出国機構（OPEC）加盟国から供給される石油への依存度を減らしたいという願

望が動機となっていた。1980 年代の燃料政策は主に、鉛に取って代わる可能性のあるオクタン

価向上剤の推進を追求するものであった。基準汚染物質の低減は、1990 年から 2005 年に講じら

れた措置の包括的な目標であった。2005 年から現在までの燃料政策は主に、エネルギー安全保

障と気候保護という目標によって動機付けられている。これらの政策は通常、特定の技術に依

存せず各期間で多くの燃料と添加物を推進するものであった。しかし、エタノールは、これら 4
つの期間すべての政策環境で成功をもたらしたその品質により、費用対効果が高いことが特定

された唯一の燃料である。 

エタノールの第 2 の市場は E85 を介するものである。E85 は、51%～83%のエタノールを含有す

る燃料を指すマーケティング用語である。この燃料にはエタノール濃度が高いという利点があ

るが、レギュラー・ガソリン車に適合しないという欠点があり、フレックス燃料車（FFV）でし

か使用できない。FFV は、E0 から E85 までのあらゆる混合レベルを使用可能である。したがっ

て、E85 の消費量を増やそうとする取り組みの多くは、自動車メーカーに FFV の製造を、ドラ

イバーに FFV の購入を、給油所に E85 の販売設備を整えることを奨励することを目指すもので

あった。 

エタノール消費の 3 番目となる最も新しい市場は 15%エタノール（E15）である。E15 市場は、

一般的なガソリン車によるエタノール消費を増やすために、E10 市場を基礎として構築されて

いる。E15 市場構築の取り組みは主に、車両と給油設備の適合性試験、E15 を使用可能にするた

めの適用除外の付与、E15 販売店への要求、および販売店への E15 購入設備導入の奨励からなっ

ていた。 
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1. はじめに 
エタノールは、米国で研究、開発、および展開されてきたすべての代替輸送燃料の中で最大の

市場シェアを達成した。将来の燃料と製品に適用可能な、エタノール採用の歴史から学ぶこと

のできる教訓は多い。本レポートは、エタノールが今日の市場シェアを達成するために要した

およそ 50 年間について記述したものである。 

今日、消費されるエタノールの多くは 3 つの燃料市場で利用されている。最も大きなものは E10
（10%エタノール燃料）市場である。エタノールをガソリンに加える動機付けと戦略は時ととも

に変化したが、E10 が純ガソリン（E0）をほぼ完全に置き換えることになった。E10 市場開発の

多くと重なったのが、ガソリン、E85、またはその中間のあらゆる混合物を使用できるフレック

ス燃料車による、E85（85%エタノール燃料）市場を創出する動きであった。最後に、エタノー

ルでガソリンを置き換える比較的最近の取り組みにおいて、混合レベルを E10 から E15（10.5%
～15%エタノール燃料）に上げるための進歩があった。 

2. E10 
ほとんどすべてのガソリンに 10%レベルのエタノールを混合することが、これまで突出して大

きなエタノール市場であり、現在、米国内で販売されているほとんどすべてのガソリンが 10%
のエタノール（E10 と呼ばれる）を含有している（U.S. Energy Information Administration 2016）。

これは、エネルギー安全保障、健康、大気質、および気候保護に関連する多くの要素から動機

付けられた、数世代にわたる政策によってもたらされた。さらに、エタノールはオクタン価が

高いことにより圧縮比、したがってトルクを増大させるため、エンジンの高性能化を可能にす

る。オクタン価向上剤の初期の需要は、ガソリンから四エチル鉛（TEL）を除去するために生じ

た。初期の政策（1973～1979 年）は主に、石油輸出国機構（OPEC）加盟国から供給される石油

への依存度を減らしたいという願望が動機となっていた。1980 年代の燃料政策は主に、鉛に取っ

て代わる可能性のあるオクタン価向上剤の推進を追求するものであった。基準汚染物質の低減

は、1990 年から 2005 年に講じられた措置の包括的な目標であった。2005 年から現在までの燃

料政策は主に、エネルギー安全保障と気候保護という目標によって動機付けられている。これ

らの政策は通常、特定の技術に依存せず各期間で多くの燃料と添加物を推進するものであった。

しかし、エタノールは、これら 4 つの期間すべての政策環境で成功をもたらしたその品質によ

り、費用対効果が高いことが特定された唯一の燃料である。 

2.1. 1973～1980 年：エネルギー安全保障がエタノール使用の動機付けに 
1970 年代、米国では国内原油生産量が減少し始め、価格が上昇し、輸入が急増した。トウモロ

コシ加工業者とトウモロコシ農家は、国産ガソリンの供給量を拡大し、低いトウモロコシ価格

を上昇させるガソリン添加物としてエタノールを市場に出す機会を認識した。ネブラスカ州も

また、GMが 1970 年に無鉛ガソリンの将来に備えるための計画を発表したのと同じ早い時期に

オクタン価向上剤の潜在性を認識していた可能性があり、「農産物産業利用委員会」を 1971 年

に設置した（Round 1973）。 

OPEC による 1973～1974 年の原油禁輸措置がこの新たなエタノール／農業の政治的影響力を刺

激し、外国産油への米国の依存度を低減するための手段としてのエタノールの使用拡大を推し

進めた。1975 年、国内燃料生産を推進する州／地域イニシアティブのもう 1 つの例において、

ネブラスカ州は 30 数台の車両で 10%エタノール混合物のフィールド試験を開始した（Bechtold 
1987）。ほどなく、主に税関連の金銭的インセンティブが 1978～1981 年の期間に中西部諸州と
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連邦レベルで出現した。石油価格が急騰し、国内石油生産量が減少した 1975～1981 年頃、全米

トウモロコシ生産者協会（トウモロコシ売上高からの天引きによって間接的に資金が供給され

る）、全米ガソホール・ロビー、およびその後は新たに設立された再生可能燃料協会が、エタ

ノールに有利な州法、連邦法、およびインセンティブを求める圧力をかけた。法律、インセン

ティブ、規制の変更、および科学的、工学的メリット分析という険しい道を経て、エタノール

は市場の中で「膠着状態」にあった。 

議会は、1978 年に E10（ガソリン部分を含む）を自動車燃料に対する連邦物品税の課税対象か

ら外すことにより、エタノール市場を押し上げた（Energy Tax Act 1978）。25 州がこれに倣い、

州のガソリン物品税のすべてまたは一部から E10を除外した。相手先商標製品製造会社（OEM）

は、エンジンにべーパー・ロックを生じるガソリン／エタノール混合物の揮発性上昇に懸念を

示したが、E10 は大気浄化法（CAA）211(f)の燃料認可に基づいてガソリンに「実質的に類似」

していると米国環境保護庁（EPA）が 1979 年に決定したため、E10 は燃料として法的に認めら

れた（Federal Register 1979）。 

燃料販売店、およびその給油機に対する管轄権を有する当局は、E10（歴史的にガソホールと呼

ばれていた）が給油機に及ぼす可能性のある影響を懸念していたため、アンダーライターズ・

ラボラトリーズ（UL）は、当初 1930 年に書かれたエタノール混合規格 UL 87 を 1978 年に改訂

した。追加試験なしで最大 10%のエタノール混合物の導入を許容するこの規格は、2015 年に最

初の改訂が行われ（UL 87a）、10%を超える混合物に対応するようになった（Brooke Higginbotham、

著者への 2016 年 1 月 5日付け E メール・メッセージ）。その場合、より高いパーセンテージ・

レベルの混合物には追加試験が要求された。 

1979～1981 年に起きた石油価格の高騰が、エタノールに有利な法制の新たなうねりを引き起こ

した。石油会社は当初、1979 年の第 2 次石油価格ショックの後、エタノールを混合する新たな

取り組みに抵抗したため、議会は 1980 年にガソホール競争法を制定してこれに応えた。この法

律は、石油会社から差別された場合にエタノール会社が受けることができる補償を 3 倍にする

ものであった（Morris 1992）。議会は物品税の免除措置をすべての低エタノール混合物に拡大

し（のちの含酸素添加剤要件にとって重要）、混合業者がそれを所得税控除と見なせるように

して措置をさらに柔軟なものにした（Crude Oil Windfall Profits Tax 1980）。さらに、1980年の

エネルギー安全保障法は、さまざまなメカニズムを通してエタノール生産施設の建設に 10 億ド

ルを超える資金を提供した。同時に、アーチャー・ダニエルズ・ミッドランド社は、エタノール

を（化学物質ではなく）燃料として、鉄道、平底荷船、およびトラックによる輸送料金を下げる

ように交渉した。1980 年代を通して行われたこれらの政策と交渉の結果、相当な量のエタノー

ルが、主にコーン・ベルトでガソリンにスプラッシュブレンドされた。しかし、E10 は経済性に

問題を抱えていた。含酸素添加用混合基材は当時生産されていなかったため、最終燃料のオク

タン価は車両が利用できるオクタン価より高く、したがってオクタン価を上げたことによる恩

恵は無駄になった。 

2.2. 1980～1990 年：脱鉛によりオクタン価向上剤の使用が必要に 
エタノール市場は、ガソリンから TEL が除去されたときに開かれた。TEL やその他のオクタン

価向上剤がないとエンジン性能（トルクおよび出力）は低下する。TEL は 2 つの理由によりガ

ソリンから除去された。1 つ目は、重要なオゾン先駆物質である一酸化炭素（CO）、炭化水素、

および窒素酸化物（NOx）の排気管からの排出量を大幅に低減する可能性のある技術である、

触媒コンバーターを使用できるようにするためであった。TEL を除去しないと、触媒が損傷し
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たり「毒で汚染」されたりして触媒コンバーターが効果を失う。TEL を低減する 2 つ目の理由

は、排気管からの TEL排出が主に子どもの学習障害と行動上の問題を引き起こす問題であると

いう科学的確実性が着実に大きくなっていたことであった（Splitter、Pawlowski、および Wagner 
2016）。 

2.2.1. オクタン価向上剤としての芳香族化合物 
TEL が 1980 年代を通してガソリンから段階的に除去されるにつれ、精製所は主にガソリンの芳

香族化合物成分を 1979年の 22体積パーセントから 1990年には 33体積パーセントに増やして、

失われたオクタン価を埋め合わせた（Morris 1992）。芳香族化合物はオクタン価を向上させる

ための最も安価な選択肢であったため、精製業者は当初、芳香族化合物を選択した（表 1）。揮

発性は、ガソリンがどの程度容易に蒸発するかを表す計測基準であるリード蒸気圧（RVP）で

測定する。蒸発したガソリンは地表面でのオゾン形成に寄与するため、EPA は 1989 年（芳香族

化合物の使用量が大幅に増加した期間の終わり近く）に RVP の規制を開始した。こういった制

限は夏季のガソリンに適用され（オゾン形成は温度に左右されるため）、州ごとに異なるが、

一般的な制限は RVP が 9 ポンド／平方インチ（psi）を超えてはならないとするものである。 

表 1 オクタン価向上剤 1、燃料、およびその 1991 年湾岸価格 
オクタン価市場 

化学物質 実際の AKI 価格（ドル／ガロン） 

メタノール 115 $0.37 

n-ブタン 91 $0.37 

イソブタン 121 $0.41 

エタノール（連邦 E10 優遇税制あり） 110 $0.61 

トルエン 103 $0.75 

キシレン 106 $0.75 

メチル tert-ブチル・エーテル（MTBE） 110 $0.98 

ベンゼン 101 $1.13 

エタノール（優遇税制なし） 110 $1.15 

燃料市場（ガソリン・ガロン等価物［GGE］当たり価格） 

燃料 オクタン価 (R+M)/2 価格（ドル／GGE） 

ガソリン 87 $0.52 

エタノール（連邦 E10 優遇税制あり） 110 $0.93 

エタノール（優遇税制なし） 110 $1.75 
出典：オクタン・ウィーク、1992 年 1 月 6 日、米国エネルギー情報局（1992） 

 

 
1 実際のアンチノック・インデックス（AKI）と混合 AKI は基材の炭化水素組成によって変わり、極めて非線形性で

あることがある。非線形オクタン混合に関する優れた議論が Ghosh、Hickey、および Jaffe（2006）に示されてい

る。 
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2.2.2. オクタン価向上剤としてのメタノールと MTBE 
段階的な脱鉛によって失われたオクタン価を精製所が埋め合わせるための 2 番目に一般的な選

択肢は、メタノールを添加することであった。1980 年代のメタノールの唱道者と研究者には、

中東の供給管理が新たに勢力を得た OPEC 加盟国によって奪われる中で、企業の存続を求めて

いた主要な「天然ガスに富む」化石燃料生産者が含まれていた。 

メタノール、またはメタノールを主成分とする液体燃料を燃料とする車両を導入するための技

術的、法的な段取りをつける非常に重要な取り組みがあった。重要な法制は、米国の 19都市に

メタノールを導入するという、ジョージ・H・W・ブッシュ大統領による 1990 年の議会への提

案であった。この取り組みは、メチル tert-ブチル・エーテル（MTBE）と混合されて保有車両全

体に販売されたガソリンが、排気管からの排出量が少なく、メタノール給油施設の数が少ない

メタノールを燃料とする車両のゆっくりした市場浸透と同様に排出量を低減できることが示さ

れたときに終わった（National Research Council 1991、Bechtold、Goodman、および Timbario 2007）。 

メタノールは、競合する代替燃料に照らしたさらなる評価に委ねられ、1986 年までに市場から

完全に消えた（Peeples 1991）。メタノールは MTBE 生産材料の 1 つであるため、1980 年代にメ

タノールを支持していた既存のメタノール生産者は今や MTBE ベースの改質ガソリンを推進し

た。天然ガスはメタノールの主原料である。したがって、天然ガスに富む化石燃料エネルギー

会社は、既存のエンジンに使用する液体燃料のベースとしての天然ガスの使用という目標を間

接的に達成することになった。 

この時点で、MTBE が一般に好まれるオクタン価向上剤となった。石油会社はエタノールより

MTBE を好んだ。これは主に、MTBE が精製所の副産物とメタノールの組み合わせから生産さ

れ、精製所複合施設内で加工され、パイプラインに入り、したがって精製業者の管理下に置く

ことができるためである。その上、MTBE は既存のインフラを使用していた。MTBE の使用量

は、プレミアム・ガソリンに重点を置くことの一環として 1985～1999 年の間、特に夏季に急速

に増加した（図 1 参照）（Colucci 2013）。 
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図 1 米国の年別含酸素添加剤消費量、1978～2014 年 

出典：1978～1991 年データ：Morris（1992）、1992～2014 年データ：EIA 年間エネルギー展望 

2.2.3. オクタン価向上剤としてのエタノールの使用 
エタノールは、TELの除去によって失われたオクタン価を埋め合わせるための第 3の方法であっ

た。1985 年 6 月、大手石油企業の中でアモコ社だけが、中西部 7 州でオクタン価向上剤として

特にエタノールとともに使用するための低オクタン有鉛ガソリン混合基材を生産した（Bechtold 
1987）。当然ながら石油大手の影響力は大きく、ウィリアムズ社のパイプラインが中西部の 8 カ

所のターミナルでサブオクタン（85 オクタン）有鉛ガソリン・グレードを 1985 年 7 月に追加

し、次いで同年 10月に「通常製品」として出荷することにつながった。最終的に、この使用が

エタノールの高オクタン特性を利用し、そのニッチ市場が燃料からオクタン価向上剤に移った。

この市場シフトはエタノールに有利であった。なぜなら、そのためにエタノールは一般にガソ

リンより高価で普及度が低い添加剤と競合するようになったからである（表 1 参照）。この時

点で、エタノールの高いオクタン価が精製業者により実現され、精製業者は含酸素添加用基材

を 87 AKI から 84 AKI に落とすことによってコストを削減できた（Smithおよび Morris 2012）。 

オクタン価向上剤としてのエタノールの長所にもかかわらず、図 1は 1985～1990 年にその使用

が停滞したことを示している。これには次の 4 つの主要な理由があった。 

1. ドライバーが、自分の車両へのエタノールの適合性に懸念を持つようになった。燃料噴射装

置が 1985 モデル年に導入されたが、これにはガソリン中の不純物（主にオレフィンおよび

ジオレフィン）によって詰まるという多くの問題があった。エタノールが多くの市場に同時

に入ったため、これらの不具合の原因とされた。そのため、一部の車両所有者マニュアルに

エタノールに対する警告が記載されるようになり、全米計量会議は、ガソリン・スタンドに

「アルコールを含有しない」と掲示することを推奨した。1986 年までに 28 州でこれらの掲

示が義務付けられた（Herman 1989）。 

MTBE 

エタノール 

10
億
ガ
ロ
ン
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2. 企業平均燃費（CAFE）基準のための米国運輸省道路交通安全局（NHTSA）の燃費試験シス

テムが、エネルギー密度が低いという理由でエタノール混合物を不利に扱った。CAFE を最

初に実施して以来、エタノールと、ガソリンに行ったその他の変更に合わせるために、

NHTSA は燃費の会計方法を変更した。1988年、NHTSA は、当時使用されていたさまざまな

認証燃料の発熱量のわずかな違いを補正するために、CAFE の計算に「R 因子」を導入した

（Sluder ら 2014、EPA 2014）。NHTSA は、この R 因子によって E10 の低い発熱量を説明で

きるようになったが、さらに高いエタノール混合物を含有する燃料が不利にならないように

調整する必要があることが最近の研究で示された（Sluderおよび West 2013、Sluderら 2014）。 

3. エタノールはガソリンの RVP を上昇させる。ガソホールの RVP は 9 psi という規制限度を

超えていた（実際には、E10 混合物での 1 psi の蒸気圧増加を許容する EPA の適用除外によ

り、E10 の実用上の限度は 10 psi である）。これは主に、エタノールを低 RVP の混合基材に

マッチブレンドする（これは生産コストを上昇させたであろう）代わりに、既存のガソリン

にスプラッシュブレンドしたためである（MathPro Inc. 2011）。これに対応して、議会は E10
（あらゆるエタノール混合物の中で RVP が最も高い 2）に、RVP の限度から 1 psi の適用除

外を与えた。これは 1990 年の改正 CAA で成文化された。 

4. ガソリン価格が 1985 年に急落し、エタノールの競争力が低下した。1929～2016 年の間で最

も低い 3 年ガソリン価格は 1986～1988 年のものであった。 

2.3. 1990～2005 年：大気質が含酸素添加剤使用の動機付けに 
ガソリンの酸素含有量を増やすと CO や揮発性有機化合物などの基準汚染物質を低減できるた

め、古い技術のエンジンと車両の夏季対流圏オゾン濃度を低下させることができる（European 
Fuel Oxygenates Association 2006）。さらに、含酸素添加剤は鉛と違ってオクタン価を保持しつ

つ、触媒コンバーターを使用してこれらの排出物と NOxをさらに低減できる。 

1990 年の改正 CAA は、車両から排出される汚染物質の低減に向けた重要な段階であった（EPA 
2017）。この改正は議会から広い支持を得てすぐに可決され、成立した。この改正には、次のよ

うないくつかの独自の市場主導型メカニズムが含まれていた。 

• 性能ベースの基準、銀行取引、および商取引を使用して排出要件に適合しやすくする。 

• 代替燃料を使用可能にして保有車両基準を満たす。 

• 石炭と天然ガスに含まれる硫黄を低減する 3。 

• バイオ燃料市場を創出して石油の輸入を減らす。 

• 公益事業者による省エネルギーを推進する 4。 

 

産業界は、車両排出量を低減するための含酸素添加剤要件を組成測度より好んだ。これは、エ

タノール（35 重量パーセントの酸素）、MTBE（18%）、またはエチル tert-ブチル・エーテル

 
2 E15、E20 といった、より高いエタノール混合物での蒸気圧の上昇が E10 の場合より統計学的に高いことは分かっ

ていない。 
3 クリーンな石炭と天然ガスに置いたこのプログラムの重点が制定され、酸性雨が減少した。 
4 改正の市場ベースのアプローチは、公益事業者が消費者に省エネルギーを推進すると同時に、ますます厳しくなる

排出基準を満たせるように考案された。 
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（16%）によって組成測度を満たせるためである。これら 3 つの選択肢はすべて、オクタン価向

上剤であるというさらなる利点を有している。1990 年の改正 CAA への適合を促進するために、

エタノールに対する連邦物品税の免除措置が 10 年間延長された（European Fuel Oxygenates 
Association 2006）。 

39の不適合地域における冬季 CO排出量を低減するために、含酸素ガソリン・プログラムが 1992
年 11 月に制定された。このプログラムは、これらの地域におけるガソリンが 2.7 重量パーセン

トの酸素を含有することを要求した。多くの精製業者にとって MTBE が望ましい含酸素添加剤

であったため、その使用量は 1992 年と 1993 年にすぐに拡大した（図 1 参照）。一方、エタノー

ルの使用量は横ばいに留まった。 

CAA は、次いで 1994 年にオゾン汚染不適合地域に改質ガソリンを要求した。オゾンに不適合

で CO には適合する地域の改質ガソリンは、2.1重量パーセント以上の酸素を含有しなければな

らなかった。エチル tert-ブチル・エーテルはこの酸素をガソリンに添加する 1 つの方法であっ

たが、この物質は MTBE やエタノールと比べてコスト競争力が低かったため、米国市場では大

きな弾みがつかなかった（Traiprasertpong および Svang-Ariyaskul 2012）。その結果、MTBE の使

用量が 1995 年に再び急増した。ところが、米国地質調査所は、MTBE が都市の地下水源にしば

しば見られることを 1997 年に報告した（Lapham ら 1997）。漏れ出した MTBE は、エタノール

やガソリン成分より速く、より深く土壌に浸透し、自然の生物分解耐性がより高いため、エタ

ノールやガソリン成分より容易に飲用水を汚染する（EPA 1998）。そのため、段階的なエタノー

ルへの移行が州政府と燃料供給業者に促されることになった（ICIS 2006）。エタノールは、一

般に好まれる含酸素添加剤として 2004 年に次第に MTBE を追い越した。最終的に、MTBE 汚染

による水質問題の結果、ガソリンへの MTBE 混合は 2006 年に全国的に停止された。これは、ほ

とんどの場所ですでにその使用が止められてからかなり後のことであった。 

改質ガソリン・プログラムのフェーズ I は 1995年に始まり、よりクリーンに燃焼するガソリン

の使用が要求される地域に排出上の大きな便益をもたらした。フェーズ II は、米国内で最も大

気質の悪い地域での排出量をさらに低減した。加えて、地域は改質ガソリン・プログラムへの

参加を自発的に決めることができた。初期の改質ガソリンには MTBE が含まれていたが、改質

ガソリン・プログラムによる利益は MTBE を使用しなくても実現可能であると EPA は判断し

た。EPA によるこの判断の結果、ガソリンへの MTBE の使用を削減する規制が可能になった

（EPA 1999）。さらに、RFG 地域に対する酸素義務があったが、これは 2005 年のエネルギー政

策法によって廃止された。したがって、MTBE は多くの州で使用禁止となっていたため、燃料

が複合モデルの排出限度を満たす限り、EPA は RFG が必須の酸素成分を有していなくてもよい

とした。 

含酸素添加剤プログラムは、ガソリンに対する正確な要件の決定を各州の自主性に委ねた。コ

ンプライアンスを達成するための地域的な排出量削減ニーズは極めて多様なため、場所ごとに

そのニーズ固有の燃料が計画されたことにより「ブティック」燃料の数が急増した。これは、

ガソリン販売業者がさまざまな液体燃料を扱うことができることを示すが、議会は 2009年のバ

イオ燃料削減法で排出関連の多様化を制限し、供給業者がその製品をさらに容易に販売できる

ようにした。それでも、現時点で 15 通り（各配合の中級グレードとプレミアムのバージョンを

除く）の異なる「ブティック」ガソリン配合が存在する（National Association of Convenience Stores 
2016）。 
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2.4. 2005～2016 年：エネルギー安全保障と気候保護がエタノール使用の動機

付けに 
MTBE からエタノールへの地域的な移行の効果を認識した議会は、2005 年のエネルギー政策法

で改質ガソリンに対する含酸素添加剤要件を撤廃し、再生可能燃料基準（RFS）でそれを置き換

えた（EPA 2016a）。RFS は、自動車燃料に含まれる再生可能燃料の割合を増やす（主にバイオ

燃料によって満たされる 5）ことを要求している。これは外国産石油への依存度を減らし、温室

効果ガス（GHG）排出量を低減する。この時点で、RFS（およびそれに続く 2007 年の RFS2）が

エタノールの使用量を増やす大きな推進力となった。E10 は（それより高い混合物とは対照的

に）、ガソリン供給業者が RFS 要件を満たすための明確な選択肢であった。なぜなら、オクタ

ン価向上剤としてのその完全な価値を従来型車両で実現可能であり、燃料補給インフラと適合

したからである。RFS2 の年間目標（図 2 参照）は、この法律が成立した時点でのガソリンと

ディーゼルの消費量に基づいて設定された。その時点で最新のガソリン消費量を使用すること

は、E10 を完全に市場に浸透させることが従来のエタノール生産技術で達成可能なことを意味

していた。業界が希望したのは、エタノール使用に対する RFS2 の量が従来のエタノール生産量

に比べて十分積極的なものであれば、セルロース系エタノール生産の経済的障壁を法的義務に

よって低減できることであった。さらに、エタノール含有量の多い燃料（E10 超）を使用できる

車両が市場に導入され、従来の原料とセルロース系原料の両方から製造したエタノールの利用

がさらに増えるであろう。 

 
図 2 RFS2 で制定された年別バイオ燃料量 

出典：代替燃料データ・センター 

 
5 RFS の量のほとんどがトウモロコシ・エタノール、セルロース系エタノール、バイオディーゼル、再生可能ディー

ゼルなどのバイオ燃料で満たされてきたが、このプログラムは、都市固形廃棄物から生成される天然ガスなど、そ

の他の原料から生産される燃料を考慮に入れている。 

その他の先進燃料 

バイオマス・ベースのディーゼル 

セルロース系エタノール 

従来型（トウモロコシ）エタノー
ル 

10
億

ガ
ロ

ン
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EPA は、GHG を CAA 汚染物質として規制するための許可を 2007 年に得た（Coalition for 
Responsible Regulations, Inc.ら対 EPA 2012）。この決定は、GHG の排出が地球の気候に直接的な

影響を及ぼすため、米国民の健康と福利に直接的な影響を及ぼすという科学的証拠に基づいて

いた（Intergovernmental Panel on Climate Change 1990）。EPA は、その新たな GHG 限度を軽量自

動車（LDV）の CAFE プログラムと連動させて 2012 モデル年に初めて適用した。EPA は、GHG
排出量を算出するのに E10 のエタノール含有量を考慮に入れるが、ライフサイクル GHG 排出

量ではなく排気管 GHG 排出量に着目する。その結果である基準は、E10 に対する NHTSA の

CAFE 規則とよく一致している（Federal Register 2012）。 

E10 は 2010 年までにほぼ完全に市場に浸透したが（National Research Council 2011）、一部の政

策と試験手順は依然遅れている。エタノールを含有しないガソリン（E0）は、2017 年までティ

ア 2 排出基準と CAFE および GHG 規則の認証燃料のまま残った。次に、ティア 3 排出基準が

ティア 2 を置き換え、E10 が試験燃料として段階的に導入され始めた。大手 OEM によって製造

された LDV が 2020 モデル年までに E10 を排出試験用に使用し始め、残りの LDV と HDV も

2022 モデル年までに E10 を試験燃料として使用するはずである（EPA 2014）。 

3. E85 およびフレックス燃料車 
3.1. E85 規則 
E85（フレックス燃料と呼ばれることもある）は、51～83 体積パーセントのエタノールを含有す

る燃料を指すマーケティング用語である。E85 はこれまで長い間、輸送とインフラのコストを最

小限に抑えてエタノール使用量を増加させる方法と見なされてきた。これは、濃縮度を高めた

形態で使用すると、同じ量のエタノールがその原料のより近くで使用可能であり、経由するター

ミナルと燃料給油所を減らして輸送できるため、達成可能であった。このエタノール市場は、

ガソリン中の含酸素添加剤としてエタノールの代わりに MTBE が使用されている場合に特に重

要であった。E10 市場が飽和状態である今、エタノールの支持者は、E85燃料がエタノールの使

用を拡大し、したがって排出量と石油の使用量を低減する最も可能性の高い方法の 1 つと見な

している（Babcock および Pouliot 2013）。 

20 年以上市場に出回っているにもかかわらず、米国における E85 の使用は依然として極めて限

られている。E85 市場を拡大するのが困難な理由の 1 つは、レギュラー・ガソリン車や燃料補給

インフラに適合していないことである。そのため、この技術の採用に向けて市場を推し進める

ために多くの法律が成立したが、ほとんど成功していない。市場推進策は、消費者向け、燃料

供給業者向け、および車両製造業者向けの 3 本の柱を持つものであった。法律は、フレックス

燃料車（FFV）の生産と販売を奨励すると同時に、この燃料のための市場（生産、インフラ、分

配）を開発し、燃料と車に対する消費者の需要を開拓しようとするものであった。 

3.2. フレックス燃料車 
E85 は、E10 と異なりレギュラー・ガソリン車で使用できないため、市場において燃料をとるか、

車両をとるかという難しい問題をまず扱わなければならなかった。E85 に関するこの「ニワトリ

が先か、卵が先か」のジレンマは、E0、E85、またはその中間のあらゆる混合レベルで走ること

ができる FFV の開発によって軽減された。 

これらの車両の開発は、1988年の代替自動車燃料法によって拍車がかかった。この法律は、CAFE
基準にある会計機構を通して FFV を生産することを自動車メーカーに奨励した。この会計機構
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では、FFV の燃費を算出するのに E85 のガソリン部分のみ考慮し、E85は 85 体積パーセントの

エタノールと想定した。したがって、ガソリンで 25 マイル／ガロン（mpg）、E85 で 19 mpg 走

る車両であれば、ガソリンでは 127 mpg となると仮定された（数式 1）。さらに、FFV に対する

CAFE 規則は、FFV が 50%の割合で E85 を使用すると仮定した。したがって、ガソリンで 25 mpg
を達成するのと同じ FFV は、CAFE 会計で 42 mpg の効率を持つ車両と見なされるであろう（数

式 2 による）。 

E85 での FFV 燃費 = 19 mpg
0.15 ガロン・ガソリン

1 ガロン E85

 =127 mpg ガソリン (1) 

CAFE FFV 燃費 = 1
0.5

127 mpg + 0.5
25 mpg

 = 42 mpg ガソリン (2) 

この CAFE の利益は潜在的に大きすぎると考えられたため、FFV が製造業者の保有車両 CAFE
平均に与える可能性のある全体的利益は 1.2 mpg に制限された。それでも、それは FFV を開発

して市場に出すことを OEM に促す大きなインセンティブであった。フォードは 1996 年にまず

トーラス FFV を発売した（Dever 1996）。このインセンティブは、2006 年までに 600万台の FFV
を販売するに十分であった（O’Connor 2007）。しかし、2007 年のエネルギー自立・安全保障法

では、1.2 mpgの上限値を 0.2 mpg 刻みで減らして 2015 年と 2019 年の間にこのインセンティブ

を段階的になくす予定であった。2020 モデル年以降については、FFV が 50%の割合で E85 を使

用すると想定するのではなく、現場で実証／予想される使用に基づいて代替燃料とガソリンの

使用に重みを付ける（Powell 2015）。このインセンティブは FFV を市場に出すことには成功し

たが、E85 の堅固な市場創出を妨げる問題がいくつかあった。 

E85 はエネルギー密度がガソリンより低く、FFV のエンジンはオクタン価の上昇が燃費の改善

に完全につながるようには最適化されていないため、E85 を使用した FFV は燃費がおよそ 23%
悪化する。しかし、この燃費の差は燃料中のエタノールの量に依存する。通常、E85 の価格はガ

ソリンの価格より 11%～17%低いに過ぎない（Fuels Institute 2014）。つまり、ドライバーのマイ

ル当たり燃料コストは E85 を使用したときの方が高い。そのため、FFV 所有者が E85 を使用し

ようという気持ちをそいでいる。 

CAFE インセンティブに加えて、一連の保有車両インセンティブを通して FFV の購入が奨励さ

れてきた。最も大きなインパクトを持つインセンティブは、60 万台（U.S. Department of Energy 
2016）という世界最多の車両を保有する連邦保有車両に焦点を当てたものである。1992 年のエ

ネルギー政策法は、大都市圏で取得される LDV の少なくとも 75%が代替燃料車（AFV）である

ことを要求した。FFV は単純にガソリンで走行できるため、この要件を完全に満たすのに最適

な車両であった。次いで 2005 年のエネルギー政策法は、燃料を入手できないために適用除外に

されない限り、すべての連邦 FFV が E85 を使用しなければならないことを義務付けて E85 の使

用を奨励した。2007 年のエネルギー自立・安全保障法は、低 GHG 排出車以外の車両の取得を禁

止することにより、連邦の FFV 購入をさらに奨励した。FFV は、会計上の低 GHG 排出車であ

る。 
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3.3. インフラ 
現在、米国には 3,860 の E85 給油所がある。これはガソリン給油所のおよそ 2%に当たる（U.S. 
Department of Energy 2020）。給油所の地理的分布はさまざまである。例えば、ミネソタ州には

416 の E85 給油所があり、米国のその他の地域より比較的密度が高い。市場分析者は、新しい燃

料の不便さを許容可能な水準まで低減するには、ガソリン給油所の 20%でその燃料が提供され

る必要があると推定している（Johnson ら 2015）。図 3 に、1998 年と 2002 年に 2 つのわずかな

減少が見られるものの、E85 給油所の数が 1992年以来増えつつあることを示す。この成長は多

くの政策の後押しを受けたものである。 

 
図 3 米国内の年別 E85 給油所数 

出典：代替燃料データ・センター 

 

図 3 はまた、E85 給油所数の伸びが 2005 年に大きく加速したことも示している。これは、3 万

ドルを上限として E85 給油所のコストの 30%を税額から控除する代替燃料インフラ税控除の開

始と時を同じくしている（U.S. Department of Energy 2014a）。この税額控除は、30%か 50%のい

ずれか（上限は 5 万ドル）で何度も遡って延長された。 

給油機で E85 を安全に給油できるようにするには、いくつかの段階を踏まなければならなかっ

た。給油所の認可は管轄権を有する当局に委ねられる。多くの給油所は、給油機が適合してい

るかどうかを知るための広範な試験が行われる前に認定されていた。UL は、E85 給油機の認定

要件を 2007 年にようやく制定した（UL Subject 87A-E85）（UL 2007）。今では、管轄権を有す

る当局が E85 給油所に要求できるこの認定を有する多くの給油機がある（U.S. Department of 
Energy 2016c）。対照的に、MTBE を含む UL リスティングはこれまでまったくない。 

E85 は非 FFV 車を損傷する可能性があるため、連邦取引委員会は E85 給油機にその旨を表示す

ることを義務付けている。このルールとそれに関連するラベルを制定するのに時間がかかって

いた間に、管轄権を有する多くの当局、州政府、および地方政府が独自のラベリング要件を制

定した。さらに、ほとんどの給油所は、E85 に（FFV の黄色燃料タンク・キャップに合った）黄

E8
5
給

油
所
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色のノズルを使用して誤給油を低減している（図 4）。 

 

図 4 FFV の黄色燃料タンク・キャップとそれに合う給油機のノズル 
出典：国立再生可能エネルギー研究所 32163 および 32153 

 

補助金プログラムも E85 給油所の設置に役立った。さまざまな資金源から多くの資金提供のう

ねりがあったが、最も重要なのは 2009 年のアメリカ復興・再投資法であった。アメリカ復興・

再投資法は代替燃料と先進自動車プロジェクトに 3 億ドルを提供し、その一部は 67 の FFV 給

油所に供与した（U.S. Department of Energy 2014b）。ほとんどの連邦インフラ補助金は、補助金

受領者が公共車両へのアクセスを提供することを義務付けている。2015 年、米国農務省農家サー

ビス局はバイオ燃料インフラ・パートナーシップ・プログラムを発表した。このプログラムは、

E15 および E85 給油機を設置する約 865 の給油所に 8,200 万ドルの連邦資金と費用分担補助金

を最終的に供与した（U.S. Department of Agriculture 2015）。業界の景気刺激プログラムもまた、

E10 を超えて入手可能性を拡張する給油所に資金を供与した。 

インフラ開発を援助し、FFV を路上で走行させるために保有車両が使用された。2007年のエネ

ルギー自立・安全保障法は、あらゆる連邦給油センターに再生可能燃料ポンプを設置しなけれ

ばならないことを義務付けた。 

3.4. インセンティブ 
セクション 2 で論じた、トウモロコシとエタノールの生産インセンティブのほとんどは E85 の

エタノール部分にも適用される。これには、1980年から 2011 年まで続いた一連の税額控除が含

まれる。しかし、E85 はいくつかの基本的な点において異なっていて、米国内で販売できるよう

にするために法的措置を必要とした。 

講じる必要があった最初の措置は、1992 年のエネルギー政策法に定められたプロトコルに基づ

いて、DOE が E85 を燃料として登録することであった（U.S. Congress 1992）。E85 はガソリン

に「実質的に類似」していないため、直ちに登録しなければならなかった。この認識は、E85 が

1990 年の改正 CAA に基づいて「クリーンな代替燃料」と定義されたときに、E85 について確認

された。 
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4. E15 
4.1. E15 を許可するための規則 
E15 は、ガソリンに 10.5%～15%のエタノールを混合したものである（EPA 2015）。E85 と同様

に、E15 もいわゆるエタノール混合物の壁を乗り越える方法と見なされる。CAA は、車両とエ

ンジンが排出基準を満たすことを認定するために使用された既存の燃料と燃料添加剤に「実質

的に類似」していない新しい燃料や燃料添加剤を許可していない。排出基準を満たす上で、車

両とエンジンにマイナスの影響がないことを示すデータが提供されれば、新しい燃料や燃料添

加剤に適用除外を与えることができる。エタノール産業グループであるグロース・エナジーと

54 のエタノール・プラント所有者は、E15 に対する適用除外申請を 2009年 3 月に提出した（EPA 
2012）。DOE のオークリッジ国立研究所と国立再生可能エネルギー研究所は、車両、エンジン、

または人間の健康に悪影響を及ぼさないことを示すデータをエタノール業界と共同で策定した

（McCormick ら 2013）。2009 年 3 月、EPA は 2007 モデル年以降の LDV に E15 を承認する部分

的適用除外を発行し、追加データをレビューした後、この適用除外を 2001 モデル年以降の LDV
に拡張した（Federal Register 2011）。申請時のデータ不足により、この適用除外は大型ガソリン

車、オートバイ、特定エンジン、および特定装置（ボート、スノーモービル、芝刈り機、リー

フ・ブロワー、および類似の小型エンジンを含む）に E15 を使用することを禁止している。 

4.2. E15 規則 
州および地方当局は、連邦レベルで課される要件を超える燃料関連の追加要件を有している可

能性がある。EPA の交通・大気汚染管理局は、2001 モデル年以降の LDV とトラックにのみ使用

が許可されている E15 の誤給油リスクを低減するために、E15 の販売要件を策定した。これら

の規則は E10 ガソリン、ディーゼル、またはその他の再生可能燃料には適用しない。E15 を販

売する給油所は以下の要件に従わなければならない。 

1. EPA が承認した E15 ラベルを給油機に貼り付けなければならない。 

2. EPA が承認した誤給油低減計画（再生可能燃料協会から無料で入手できる）を採用しなけれ

ばならない（EPA 2012）。 

3. E15 を使用するためのすべての燃料配送に製品輸送書を添付しなければならない。 

4. 給油所は燃料品質調査に参加しなければならない。 

5. E15 に含まれるエタノールは ASTM D4806 を満たさなければならない。2019 年現在、E15 は

E10 と同じ RVP 1 ポンドの適用除外対象である（EPA 2019）。 

6. 給油所は、EPA が承認した給油機とホースの構成を使用しなければならない。選択肢には以

下が含まれる。 

a. E15 専用ホース 

b. 4 ガロン以上購入する場合の E0／E10／E15 共用ホース（これには「4 ガロン以上」ラベ

ルを表示しなければならない） 

c. E10 以下を販売するための専用給油機 

EPA 地下貯蔵タンク局は、上記規則に加えて連邦規則集タイトル 40、パート 1、サブチャプター

1、パート 280～282 に従って地下貯蔵タンクを規制する。この規則は、E10 を超えるエタノール

混合物に対する適合性要件を追加して、連邦規則集タイトル 40、パート 1、サブチャプター1、
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パート 280.32 で 2015年 7 月に更新された。タンク、配管、封じ込め水溜め、揚水装置、放出検

出装置、流出対応装置、および過充填対応装置は、貯蔵する燃料と適合していなければならな

い。E10 を超える混合物を貯蔵する給油所は、 

1. E10 超の混合物を貯蔵する 30 日前に、実施機関（通常は州政府事務所）に通知しなければな

らない。 

2. 適合する装置を使用し、以下の 3 つのいずれかで適合性を実証しなければならない。 

a. 独立試験所による装置の認証／一覧表作成 

b. 特定範囲のバイオ燃料混合物との適合性を確認する、装置またはコンポーネント製造業

者の書面による承認 

c. 人間の健康と環境に同様に保護効果があると実施機関が決定した、その他の方法の使用 

3. E10 を超える混合物の全貯蔵期間にわたる適合性実証記録を維持しなければならない。 

石油設備協会と鋼製タンク協会は、特定範囲のバイオ燃料混合物との適合性を確認する製造業

者のレターを掲載したウェブサイトを維持している。給油所所有者が製造業者のレターを使用

すると連邦規則の要件が満たされる（Petroleum Equipment Institute 2016、Steel Tank Institute 2012）。 

4.3. E15 インセンティブ 
E15 に対する唯一の連邦インセンティブは、E10 を超えるエタノール混合物の入手可能性を広げ

ようとする、2015 年の米国農務省のバイオ燃料インフラ・パートナーシップであった（U.S. 
Department of Agriculture 2015）。このバイオ燃料インフラ・パートナーシップは、給油所にエタ

ノール・インフラを設置することを望む州に向けた競争的補助金プログラムであった。このプ

ログラムで 8,200 万ドルの費用分担基金が提供された一方、州（州・民間パートナーシップを含

む）もこれに適合する追加費用分担を提供した。21 州が E15 および／または E85 インフラ資金

の供与先に選定された。このプログラムは、3,500 を超える供給システムと 180 のタンク・シス

テムを含む約 865 の給油所に資金を供与した。エタノール業界は、景気刺激などのプログラム

を通して E15 インフラに資金を供与している（Retka Schill 2014）。 

4.4. 結論 
エタノールは現在、多くの理由により米国で最も多く消費されている非石油輸送燃料である。

まず、そのオクタン価が高いことによってエンジン性能が向上する。第 2 に、それぞれ異なる

ニッチと市場を持つ 3 つの区別された燃料（E10、E15、E85）に導入されている。最後に、エタ

ノールは大気質、エネルギー安全保障、気候変動、およびエンジン性能に関連する多くの政策

目標を米国が達成するのに役立つ。これらの目標は、エタノールを追求する主な動機付け要因

という役割を常に交代で担ってきた。しかし、全体として、エタノールが我が国の燃料供給の

恒久的かつ重要な構成要素であることを可能にする一貫した長期サポートを提供した。 
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